
 

安全・安心科学技術プロジェクト（地域社会分野） 平成 21 年度の成果について 
課題分類 災害時における地域の安全・安心確保のための情報システムの構築

提案課題名 住民・行政協働ユビキタス減災情報システム 
研究代表者名 鈴木 猛康 実施期間 平成 20 年 7 月～平成 23 年 3 月 
責任機関名 山梨大学 
参画機関名 東京大学、(独)産業技術総合研究所 
＜研究開発の目的＞ 

地震、豪雨、火山の３つの災害に対応できる住民・行政協働ユビキタス減災情報シス

テムのプロトタイプを開発し、そのプロトタイプを山梨県下の試験フィールドへ適用す

ることによる地域防災力向上を実証するとともに、開発成果をオープンソースとして公

開し、実証フィールドである山梨県への実装と他地域への展開を可能とする。 

＜研究終了時の達成目標＞ 
山梨県ならびに県下の２市町、２地域コミュニティ（自主防災組織）で、ユビキタス減

災情報システムを活用した減災体制の構築を実践し、そのプロセスを体系化する。研究終

了時の平成 23 年 3 月には、このプロセスにしたがって県や市町村が中心となって、県全

域に住民・行政協働ユビキタス減災情報システムを展開できる環境を整備し、平成 25 年

10 月に運営が開始される山梨県防災拠点の情報システムとして、本研究成果が適用される

ことを目標とする。 
＜平成 21 年度の成果＞ 
 中央市と市川三郷町の災害対応管理システムを構築し、両市の首長ならびに幹部職員

の協力の下、同システムの両市町への導入環境を整備した。中央市、市川三郷町の地域

コミュニティで、まちあるき、ワークショップ、図上訓練等を実施し、地域コミュニテ

ィの減災体制構築を支援しながら、地域コミュニティをグループとする地域防災 SNS（地

域 SNS 減災情報システム）を開発した。市川三郷町では、既に地域防災 SNS に世帯情

報の登録を行った。災害対応管理システムと地域防災 SNS の情報システム連携を可能と

し、住民・行政協働の災害対応のデモンストレーションを、住民と行政に提示した。 
山梨ユビキタス減災情報システム協議会を運営し、情報システム分科会では開発ソフ

トウェアのオープンソースによる普及展開を、災害情報リテラシー分科会では地元テレ

ビ局、新聞による報道を通した研究成果の広報を実施した。 
＜平成 22 年度の研究計画＞ 
 中央市ならびに市川三郷町で住民・行政協働ユビキタス減災情報システムを用いた住

民・行政協働の減災体制を構築する。山梨県災害対応管理システムを開発し、山梨県～

中央市、市川三郷町～地域住民の情報共有環境を整え、消防本部、病院の参加の下で最

終評価実験（防災訓練）を実施し、開発成果の有効性を検証する。なお、推進委員から

のコメントに従い、富士吉田市ならびに市内地域コミュニティでの取り組みについては、

平成 22 年度は見送ることにした。 

資料３－２ 
科学技術・学術審議会  研究計画・評価分科会 
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安全・安心科学技術プロジェクト（地域社会分野） 平成 21 年度の成果について 
課題分類 災害時における地域の安全・安心確保のための情報システムの構築

提案課題名 地域水害リスクマネジメントシステムの構築と実践 
研究代表者名 大本 照憲 実施期間 平成 20 年 7 月～平成 23 年 3 月 
責任機関名 熊本大学 
参画機関名 なし 
＜研究開発の目的＞ 
①地域水害情報収集・警報発令システム：雨量計・水位計・WEB カメラを設置し、地域

住民のニーズに応えた水害情報をいち早く収集し、ホームページ・電子メール・ミニ
FM 等の複数手段で校区住民に伝達するシステムを開発し、被害防止に役立てる。
（http://www2.kumamoto-bousai.jp/anpi/wakaba/pcopen_toppage.php） 

②地域防災学習支援システム：これまでに開発した内水氾濫・洪水氾濫予測システムを
より汎用性の高いシステムへと改良し、①で得られた地域水害情報を適切な避難行動
や対策に結びつけ、行政や住民の方々の地域水害対応力の向上を支援する。 

③双方向型地域防災情報システム：携帯電話と GIS を組み合わせた災害時要援護者の安
否確認システムを構築する。避難訓練を通して、実用可能なシステムに改良し、リア
ルタイムでの地域内の防災情報・避難情報の双方向情報伝達・確認に役立てる。 

＜研究終了時の達成目標＞ 
本プロジェクトの達成目標は、今後の水害に対する社会資本整備において、地域コミュ

ニティの視点に立って、流域管理と地域計画の具体的な連携方策について議論し、“水
害に対して安全・安心な地域社会”を実現する実践システムを「熊本大学」から地域社会
へ提供することである。具体的なプロジェクト終了後の社会実装としては、共同研究機関
である熊本市が今後計画している地域実装型の防災情報システムの改定時に、取り込み
が可能なシステムとしてプロジェクトを推進する。また、実社会で役立つ技術とするた
めに、実装までの「プロセスの技術」の記述と確立を目指す。 
＜平成 21 年度の成果＞ 
①地域水害情報収集・警報発令システム：新たな校区として平成 21 年 11 月に若葉校区

に 2 台目のシステムを設置し、観測結果をインターネット上で公開している。表示内
容や項目は行政や住民の要望に応じて随時修正を加えており、降雨時には本ホームペ
ージに、多い時で 50 件を越すアクセス数があり、使用頻度も着実に向上している。 

②地域防災学習支援システム：内水氾濫・洪水氾濫予測結果を容易に洪水時避難行動シ
ミュレータに反映出来るように改良を行い、他地域へのスムーズな適用が可能なよう
にシミュレータの汎用性を高めるように改良を行った。また、ワークショップで校区
住民に実際に使用していただき、専門家でない方が使用する上での問題点・改良点を
把握した。 

③双方向型地域防災情報システム：実装化を高めるために、システムの改良と合わせて
熊本市地域福祉保険課と連携し、要援護者の支援体制を構築した。また、避難行動実
験を通して、住民および行政により運用評価を行った。その中の要望であった、携帯
電話以外の通信手段の確保に対して、簡易無線システムの導入の検討を行った。 

＜平成 22 年度の研究計画＞ 
平成 22 年度は、前年度までに各システムに寄せられた行政・住民からの要望を改良し

てゆくとともに、新たな地域へシステム導入を行い、提案システムの安定性と有効性の検
証を継続する。また、本プロジェクトでの提案システムを安定的に運用し、地域社会へ
実装してゆくためには、地域住民とのコミュニケーション・デザインが非常に重要なプ
ロセスとなる。今年度より熊本大学教育学部 八ッ塚一郎 准教授（行動心理学）に参画し

ていただいており、ワークショップ以外でも地域の中に入り込んで住民の行動記録などを詳

細に記録・分析することで、地域中での合意形成の時系列過程を行動心理学的に把握する。

このことは、本プロジェクトでの成果を他地域へ展開する際に非常に重要となるばか
りでなく、社会実装の方法論の一般化に大きく貢献できるものである。 
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PC版アドレス ：http://www2.kumamoto-bousai.jp/anpi/pcopen_toppage.php
携帯版アドレス：http://www2.kumamoto-bousai.jp/kosen-mobile/kosenhptoppage.htm  

若葉校区地域水害情報収集・警報発令システムのHome Pageの画面例 

オーダーメイドの地域災害情報収集・警報発令システム 

本プロジェクトのホームページアドレス：http://www2.kumamoto-bousai.jp 

http://www2.kumamoto-bousai.jp/anpi/wakaba/pcopen_toppage.php 

システムの概念図 
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安全・安心科学技術プロジェクト（地域社会分野） 平成 21 年度の成果について 
課題分類 災害時における地域の安全・安心確保のための情報システムの構築

提案課題名 時空間処理と自律協調型防災システムの実現 
研究代表者名 角本 繁 実施期間 平成 20 年 7 月～平成 23 年 3 月 
責任機関名 東京工業大学 
参画機関名 京都大学、(独)防災科学技術研究所、株式会社テクノ 
＜研究開発の目的＞ 
 阪神淡路大震災を契機に提案した被災時にも確実な動作を実現するための「リスク対

応型地域管理情報システム」の概念と、その実現のために継続的に開発してきた時空間

情報処理をさらに拡張し、地域の生活に安心感を持ち、我が身の安全を実感できるよう

にするための情報システムを実現することを目的とする。 

 自治体に人命救助や復旧業務が集中する場合でもゆとりを持った災害対応を支援する

安全安心のための情報システムによって、「信頼関係」、「相互連携」を実現する。 
＜研究終了時の達成目標＞ 

時空間データベースシステムを中核に、上空と地上からの計測の併用による地域モニタリング

に、アドホック通信を組合せることによって、各種の災害に対して確実に稼動する防災情報シス

テムを構築する。遠軽町をモデル自治体として、地域の技術力の向上をはかり、その地域の力

で、緊急業務が担保された平常時システムを実装･定着化する。地域コミュニティ、周辺自治体

の部署間・組織間の情報連携によって地域の防災力の強化を図る。 

遠軽町および周辺自治体に加えて、三重県大紀町、横浜市の地域コミュニティをケーススタ

ディの場に加えることで、波及的に研究成果を国内外へ広く展開できる汎用化を目指す。 
＜平成 21 年度の成果＞ 

時空間データベースシステムの高度化により、地域コミュニティと自治体のそれぞれの要求に

適するが、表現形式が異なる地図データ間の情報連携を可能にした。防災機能を担保した固

定資産や施設管理の平常業務システムは遠軽町で実運用に入り、普段使っている情報システ

ムで、災害対応ができる見通しを得た。必要に応じて長距離無線 LAN と情報システムを連動さ

せて、緊急時に短時間で通信が確保できるようになった。同町では既に経済効果も出始めてい

る。また、稼動を始めた平常業務システムをそのまま流用して、口蹄疫対策のための牧場管理と

モニタリング機能を実現し、対策準備も整えた。 
＜平成 22 年度の研究計画＞ 
時空間データベース処理の高度化により単体で稼動する防災システムの連動機能の強

化と応用拡大を図る。 
アドホック通信では、業務無線機の併用によって、市街地や山間部の通信の強化を図

る。広域モニタリングの統合により中山間地の状況把握、被災地の外にいる家族との情

報交換を本格稼動させる。 
導入システムの運用状況の分析によって、確実な定着化を推進すると同時に、新たな

ニーズの発掘（生成）と周辺自治体との広域連携の具体化に向けた検討を行う。 
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や

被
害

軽
減

が
で
き
る
総

合
行
政
情
報
シ
ス
テ
ム
を
実
現
す
る
。
平
常
業
務
の
経
費
も
含
め
て
低
廉
化
す
る
こ
と
で
定
着
化
を
図
る
。

安
否

、
被

害
状

況
の

調
査

孤
立
集
落
と
の
情
報
連
携

各
地
区
の
避
難
状
況
や

被
害
状
況
を
整
理
・
集
計

時
空
間
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
シ
ス
テ
ム

行
政
情
報
を
地
図
上
の
位
置
と
時
間
で
管
理

個
別

情
報

の
汎

用
管

理
、
平

常
業

務
を
災

害
対

応
に
移

行

長
距

離
無

線
LA

N
無

線
機

併
用

衛
星
画
像
利
用

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

防
災

関
連

情
報

計
測
車
に
よ
る

道
路
周
辺
計
測

基
盤

地
図

整
備

コ
ス
ト
削

減

連
動

、
情

報
連

携
、
協

調
作

業

被
災
情
報

地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

自
治
体

遠
軽

町
の

経
済

効
果

(H
21

)
単
位

：1
00
万
円

潜
在
ニ
ー
ズ
発
掘
と

定
着

プ
ロ
セ
ス
の

整
理

シ
ス
テ
ム

名
旧
シ
ス
テ
ム

時
空
間
シ
ス
テ
ム

事
業
効
果

土
地

・家
屋

台
帳

シ
ス
テ
ム

29
15

14
農
地
農
家
台
帳
シ
ス
テ
ム

11
2

9
水
道
マ
ッ
ピ
ン
グ
シ
ス
テ
ム

28
10

18
図
書
館
シ
ス
テ
ム

26
7

19

合
計

94
34

60

平
常
業
務

防
災
対
応

同
一

通
信
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